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１９１０３０ 北陸地整 

 

週休２日交替制モデル工事における「よくある質問・回答」 

黒字：質問、赤字：回答 

 

１．交替制モデル工事としていますが、当該現場に従事する技術者等が休日を取得

した場合は、必ず交代要員を充てなければならないのでしょうか？ 

 

○交替制モデル工事は、現場閉所による週休２日ではなく、技術者等の休日日数で

週休２日に取り組む新たな試行です。現場閉所することなく工事を行っていたとし

ても、技術者等の休日が確保されていれば、必ずしも交代要員を充てる必要はあ

りません。 

 

 

２．「施工体制台帳上の元請け・下請けの技術者・技能労働者」を休日確保の確認対

象者としていますが、建設業法で記載を不要としている建設工事の請負契約に該

当しない下請負人については、確認対象者となりますでしょうか？ 

また、発注者が指定した場合等で施工体制台帳に記載した場合はどうなります

か？ 

【参考】 

○建設業者のための建設業法 平成 31 年 3 月改定版（北陸地整 HP） 

 

技術者等 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 工期日数 休日日数 休日率 平均

A技術者 休日 休日 休日 10 3 30%

B技術者 休日 休日 休日 休日 14 4 29%

C作業員 休日 休日 休日 休日 14 4 29%

D作業員 休日 休日 休日 休日 12 4 33%

※工事現場は毎日稼働（現場閉所しない）

○○工事
30%



2 
 

○施工体制台帳に記載された全ての労働者が休日確保の確認対象者となります。

従って、建設業法で施工体制台帳に記載する必要のない下請負人で施工体制台

帳に記載されていない場合は確認対象者にはなりません。 

 

 

３．１日でも当該工事に従事した場合は、休日確保の確認対象者となるのでしょう

か？労働者等は工期に対して、当該工事現場以外にも従事することが想定されま

すが、当該工事以外への勤務はどのように取り扱えばよいでしょうか？  

 

○１日でも当該工事に従事した場合は、休日確保の確認対象者となります。当該工

事の休日に他工事に従事していたとしても休日とみなして算出可能です。 

なお、本件については、今後の課題として認識しております。 

 

 

４．維持工事等の緊急対応が想定される工事では、下請けの施工体制台帳上の工

期を１年間としている場合があります。１年間の工期のうち、作業日数が数日とな

る労働者等についても休日率算出の分母は施工体制台帳上の工期である１年間

とするのでしょうか？ 

 

○休日率算出の工期を施工体制台帳上の工期とすることが適切でないと考えられる

場合は、受発注者間で適切な期間を協議して設定下さい。 

なお、本件については、今後の課題として認識しております。 

 

 

５．「非常勤（臨時）で従事する者は除く」としているが、判断基準（具体の日数等）は

ありますか？ 

 

○常勤ではなく、日数や時間数を限って一時的に勤務し当該工事に従事する者を想

定しています。 

 

 

６．現場代理人は工事現場に常駐することと契約書第 10 条第 2 項で定められている

ので、現場代理人は休日取得はできないのではないでしょうか？ 

 

○契約書第 10 条第 3 項にて、「工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支

障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、現場代理
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人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。」としていま

すので、必ずしも常駐しなければいけないというものではありません。現場代理人

が休日を取得する場合は、当該条項に合致する現場条件であることを受発注者で

確認することとなります。 

 

 

７．監理技術者は専任の者でなければならないのでしょうか。 

 

○専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に

係る職務にのみ従事することを意味するものであり、必ずしも当該工事現場への

常駐を要するものではありません。監理技術者が休暇取得等のために短期間現

場を離れることについては、適切な施工ができる体制が確保されていると認められ

る場合には、差し支えありません。 

【参考】 

○建設業者のための建設業法 平成 31 年 3 月改定版（北陸地整 HP） 
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８．休日取得の確認方法については、既存資料の提示を求め確認するとしています

が、具体的にはどのようなものでしょうか？最低限確認することとなっている全対

象者の休日日数の割合が分かる一覧表以外にも必要なのでしょうか？ 

 

○一覧表のみと考えています。その根拠として KY 実施記録等を想定していますが、

資料作成の負担とならない方法で監督職員に確認して下さい。 

 

 

９．平均休日日数の割合（休日率）の算出は、休日確保の確認対象者全体で休日率

を算出しますが、補正対象は全ての労働者等が対象となるのでしょうか？ 

また、職種の定義・作業内容に技術及び技能の記載がない職種も休日確保の確

認対象及び補正対象となるのでしょうか？ 

【参考】 

○公共事業労務費調査へのご協力についてのお願い 

（国土交通本省 HP：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk2_000006.html） 

 

○そのとおりです。ただし、補正対象は公共工事設計労務単価（５１種）のみであり、

それ以外の労務単価は補正対象となりません。 

【参考】 

○公共事業労務費調査の手引き 

（国土交通本省 HP：http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk2_000006.html） 
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【１９１０３０追加】 

１０．公共工事設計労務単価（５１種）以外の技術者等を施工体制台帳へ記載する

ことを発注者が指示した場合、確認対象者となるのでしょうか？ 

また、補正対象となるのでしょうか？ 

（例えば、測量業者など） 

 

○必要資料の提供の有無にかかわらず、測量業者等については確認対象となりま

せん。 

確認対象は、施工体制台帳上の元請・下請の技術者・技能労働者としております

が、測量業者等は公共工事設計労務単価（５１種）に該当しないため、確認対象と

して扱わないこととなります。 

 

 


